
特
集令和5年度当初予算について

一般会計予算　89億3,000万円
＜前年度比5.4％（5億1,300万円）の減＞

　一般会計当初予算は89億3,000万円で、前年度比5.4％（5億1,300万円）減少していますが、前回骨格予算編
成を行った平成31年度当初予算額と比較すると、15%（11億6,200万円）増加しています。会計全体6会計の予
算規模は159億9,994万2千円で、前年度比0.1％（2,251万5千円）増加しています。

会計別予算

歳　入

令和5年度（千円）
8,930,000
2,889,900
418,600
1,868,100
ー
5,176,600
655,139
1,238,203
1,893,342
15,999,942

会計区分
一般会計
国民健康保険
後期高齢者医療
介護保険
下水道事業※
小計
水道事業
下水道事業※
小計
合計

令和4年度（千円）
9,443,000
2,823,900
393,500
1,817,500
967,200
6,002,100
532,327
ー
532,327

15,977,427

増減額（千円）
△513,000
66,000
25,100
50,600

△967,200
△825,500
122,812
1,238,203
1,361,015
22,515

増減率（％）
△5.4
2.3
6.4
2.8
皆減

△13.8
23.1
皆増
255.7
0.1

特
別
会
計

企
業
会
計

町税
36億9,609万円
41.4％

自主財源
48.9％

依存財源
51.1％

使用料及び手数料
1億6,744万円
1.9％

その他
4億9,986万円
5.6％

国庫支出金
9億2,336万円
10.3％

県支出金
6億6,481万円
7.4％

地方譲与税
8,724万円
1.0％

各種交付金
7億5,950万円
8.5％

町債
6億3,170万円
7.1％

地方交付税
15億円
16.8％

89億3,000万円

　町の収入には大きく分けて、国・県か
らの助成などに頼らない町税などの「自
主財源」と、さまざまな形で助成・交付
される補助金や交付金などの「依存財
源」に分かれます。
　「自主財源」では、歳入の根幹である
町税について前年度比1億9,965万円の
増加、新型コロナウイルス感染症の影響
前の令和2年度当初予算比でも3,593万
円の増加と税収の回復を見込んでいます。
　「依存財源」では、地方公共団体の財
政状況に応じて交付される地方交付税が、
地方財政計画に基づき前年度比11.1％
の増加の15億円と見込んでいます。
　また、国や金融機関からお金を借りる
町債は、骨格予算編成による工事などの
投資的事業の縮小に伴い、前年度比
50.9％の減少となっています。

※下水道事業は、令和5年度から企業会計に移行しています。
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性質別構成比 ◆ 性質別歳出の種類

人件費
22億2,800万円
24.9％

その他
7,657万円 0.9％

扶助費
14億7,244万円
16.5％

義務的経費
48.4％

投資的経費
5.2％

その他の経費
46.4％

公債費
6億2,379万円
7.0％

物件費
20億123万円
22.4％

補助費等
10億4,446万円
11.7％

繰出金
10億1,732万円
11.4％

普通建設事業費
4億6,619万円
5.2％

公益的な事
業に対して
の補助金や
負担金など

備品などの
購入経費や
委託料、光
熱水費など

道路や施設
の建設経費
や災害復旧
費など

借入金の返
済に要する
費用

高齢者や児
童など福祉
に関わる費
用

職員の給料
や手当など

貸付金や出
資金など

一般会計か
ら特別会計
に支出する
費用

物件費普通建設事業費

その他繰出金

補助費等
その他の経費

公債費扶助費人件費
義務的経費

投資的経費

その他の経費

目的別構成比 ◆ 目的別歳出の種類

総務費
11億340万円
12.4％

民生費
34億7,982万円
38.9％

衛生費
7億8,682万円
8.8％

農林水産業費
1億8,460万円　2.1％

土木費
6億7,516万円
7.6％

消防費
4億6,798万円
5.2％

教育費
14億5,945万円
16.3％

公債費
6億2,379万円
7.0％

その他
1億4,898万円 1.7％

保健衛生や
ごみ処理な
どの経費

高齢者・障
がい者の福
祉や子育て
支援などの
経費

全般的な管
理事務や徴
税、選挙な
どの経費

衛生費民生費総務費

消防団の運
営や消防施
設の整備な
どの経費

道路・公園
などの整備
や都市計画
などの経費

農業振興や
土地改良事
業などの経
費

消防費土木費農林水産業費

議会費や商
工費など

借入金の返
済に要する
費用

学校教育や
文 化 ・ ス
ポーツ振興
などの経費

その他公債費教育費

89億3,000万円

89億3,000万円

　令和５年度当初予算は、４月に町長選挙を控えていたことから、政策的経費は計上せず、継続的事業や義務的経
費を中心に、骨格予算として編成しています。町長選挙終了後に政策的経費や新規事業などを加える「肉付け予算」
を編成します。

歳　出
　町の支出を性質別に見ると、必要不可欠となる「義務的経費」、道路や建物の建設・改修などに使われる経費「投
資的経費」、「その他の経費」に区分されます。義務的経費となる扶助費は、社会保障関係費が引き続き増加すること
から、前年度に比べて6,893万円増加しています。また、投資的経費では斎苑の火葬炉改修などの大規模工事が完
了したことや、骨格予算編成に伴う投資的事業縮小のため、前年度に比べて7億9,297万円減少しています。
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令和５年度の主な事業

水田麦・大豆産地生産性向上事業

拡
　
充

妊娠期から出産・子育てまで一貫し
て、さまざまなニーズに即した必要
な支援につなぐ伴走型相談支援と経
済的支援を一体的に実施

2,422万円

継
　
続

農作物の高付加価値化、地域産業の
技術高度化および新たな事業分野進
出などの取り組みを支援

4,315万円

継
　
続

新･東員第一中学校建設費精査のた
め事業手法検討業務を実施

857万円

特集 令和5年度当初予算について

出産・子育て応援交付金事業

新･東員第一中学校建設事業
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フレイル予防事業

拡
　
充

電力データ（スマートメーターを活
用）とAIによるフレイルリスク検知
技術に関する実証研究を経て本格運
用を開始

220万円

非常用給水備品等整備事業

拡
　
充

災害などによる断水時に備え、避難
所に非常用組立式給水タンクと給水
袋を配備

783万円

　東員町の下水道事業は、令和５年4月1日から水道事業と同
じく地方公営企業法を適用した「企業会計（原因と結果の2つ
の側面を同時に記録する複式簿記）」へ移行しました。
　人口減少などに伴い使用料収入が減少する一方、施設や管
路などの老朽化による更新投資が増加しています。このよう
な状況の中で、将来にわたって下水道事業を安定的に運営し
ていくためには、事業の経営成績や財政状況を的確に把握し、
その分析を行う必要があります。経営成績や財政状況をより
明確にし、より効率的で安定的な事業経営を目指すため企業
会計へ移行しました。
　なお、地方公営企業法の適用は主に会計方法の変更で、下
水道使用料や受益者負担金などの金額、納付方法は変更あり
ません。

令和５年度から下水道事業は
　　　　　　　　公営企業会計に移行しました

上下水道課　仲田 多恵さん

上下水道課　☎86ｰ2812問

財政課　☎86ｰ2820問

今
回
の
会
計
移
行
に
つ
い
て
、
町
民
の

皆
さ
ん
の
手
続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

電力スマートメーターイメージ 給水袋イメージ
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